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⑴ 制度の目的

国際親善文化観光都市及び滞在型保養地としての魅力を高め、
並びに来訪者の受入れ環境の整備その他の観光の振興を図る施策に要する費用に
充てるため、法的外目的税として宿泊税を導入しようとするもの。

⑵ 課税の開始

令和8年6月1日施行予定（長野県宿泊税と統一）

⑶ 主な内容

1.宿泊税の概要

①課税方式 観光振興目的の法定外目的税とする 県と統一

②課税客体 宿泊行為 県と統一

③納税義務者

町内に所在する以下の施設に宿泊する者

・旅館業法に規定する旅館・ホテル・簡易宿所

・住宅宿泊事業法に規定する住宅宿泊事業に係る施設

（民泊）

※下宿営業に係る施設は含まれない

県と統一

④特別徴収

義務者
宿泊施設の経営者その他徴収の便宜を有する者 県と統一 3



1.宿泊税の概要

4

⑤特別徴収

義務者報償金

期限内申告納入額の2.5％

（制度開始５年間は0.5％加算、電子申告の場合はさ

らに0.5％加算）

※検討中のため変更になる可能性有

県と統一

⑥税率・税額☆

6,000円以上　10,000円未満

　　　　　　　　　　↳300円(町150円/県150円)

10,000円以上　100,000円未満

　　　　　　　　　　↳350円(町200円/県150円)

100,000円以上

　　　　　　　　　　↳800円(町650円/県150円)

☆ただし、制度開始3年間は

6,000円以上　10,000円未満

　　　　　　　　　　↳200円(町100円/県100円)

10,000円以上　100,000円未満

　　　　　　　　　　↳250円(町150円/県100円)

100,000円以上

　　　　　　　　　　↳700円(町600円/県100円)

〔県税分〕

一律150円

☆制度開始3年間は

一律100円



1.宿泊税の概要

⑦免税点 素泊り6,000円未満の宿泊料金の場合は徴収しない 県と統一

⑧課税免除

・幼稚園、小学校～大学の教育活動又は研究活動と

　して宿泊する場合

・保育所等の施設の主催する行事として宿泊する場合

　（※学校、施設の長が証明するものに限る）

県と統一

⑨財源管理 基金条例を設置し管理

⑩使途の

公表等

・使途について委員会（仮称）をおき、検討をする。

・毎年度決算後に公表する

⑪罰則規定

・特別徴収義務者の証票の掲示等に関する罪

・帳簿の記載義務違反等に関する罪

・納税管理人に係る不申告に関する過料

県と統一

⑫制度の見直し 導入当初３年、以後は５年ごとに制度の見直しを検討 県と統一
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2.宿泊税条例の構成

主な内容

第1条
宿泊税に

ついて

「国際親善文化観光都市」及び「滞在型保養地」として、自然多文化

等、観光資源の魅力を高め 、来訪者の受入れ環境の整備等、観光

の振興を図る施策に要する費用に充てるための法定外目的税として宿

泊税を課することを規定するもの。

第2条
納税

義務者等

納税義務者等を以下のとおり規定するもの。

①対象施設：旅館・ホテル、簡易宿所営業・住宅宿泊事業に係る

　　　　　　　　  施設（下宿営業は含まれない）

②課税客体：宿泊行為（上記施設における宿泊料金を受けて

                  行われる宿泊）

③納税義務者：宿泊者

概要
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2.宿泊税条例の構成

主な内容

第3条 課税免除

次に掲げる以下の宿泊には、宿泊税を課さないと規定するもの。

①学校の幼児・児童・生徒・学生や引率者が、学校の教育活動や

   研究活動として宿泊する場合（学校長等の証明が必要）

②保育関連施設の行事による宿泊

　 以下の施設に通う満3歳以上の幼児やその引率者が、

   施設主催の行事として宿泊する場合（施設長の証明が必要）

　- 幼保連携型認定こども園（就学前のこどもに関する教育、

    保育等の総合的な提供の推進に関する法律に基づく）

　- 保育所、家庭的保育、小規模保育、居宅訪問型保育、

    事業所内保育など（児童福祉法に基づく）

③その他、教育上の必要や特別な事情があると認められる宿泊

　※詳細は規則で定められます。

第4条 免税点
宿泊料金が1人1泊につき6,000円未満の宿泊に対しては、宿泊税を

課さないと規定するもの。

概要
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2.宿泊税条例の構成

主な内容

第5条 税率等

税率を1人1泊あたり、以下のとおり規定するもの。

⑴6,000円以上１万円未満　150円

⑵１万円以上10万円未満　200円

⑶10万円以上　650円

第6条 徴収の方 徴収方法を特別徴収の方法と規定するもの。

第7条 特別徴収 特別徴収義務者を宿泊施設の経営者と規定するもの。

第8条 申告納入

特定宿泊施設（宿泊料金が1人１泊につき6,000円以上となる宿

泊がない施設）の特別徴収義務者を除き、1か月ごとに納入申告書

の提出、納入金の納入を行うことを規定するもの。

また、年間納入額が一定金額以下など要件(※)を満たす場合には3

か月ごとと規定するもの。※詳細については規則に明記予定（10月

頃）

概要
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2.宿泊税条例の構成
主な内容概要

第9条

特別徴収

義務者

としての

登録等

特別徴収義務者としての登録方法や証票の掲示義務等を以下のとおり規定する

もの。

①宿泊施設の営業前に町へ登録申請が必要であること

②内容変更・休業・廃業時も届け出ること

③申請内容は次の⑴～⑸が必要であること

　⑴ 特別徴収義務者の住所及び氏名又は名称並びに法人にあっては、その

      代表者の氏名

　⑵ 宿泊施設の所在地及び名称

　⑶ 客室数その他設備の概要

　⑷ 経営開始年月日

　⑸ 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める事項

　※申請書は規則で定める予定

④町長は、特別徴収義務者の申請を受理したら、登録し、宿泊税徴収の

   証票を交付すること

⑤証票は、宿泊施設の目立つ場所に掲示すること

⑥証票を他人に貸したり譲ったりしないこと

⑦宿泊税徴収の義務がなくなった場合は、10日以内に証票を返却すること

⑧登録内容に変更があった場合は、すぐに町長に申請すること

⑨宿泊施設の営業を1か月以上休止する場合も、速やかに町長へ届け出ること
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2.宿泊税条例の構成

主な内容

第10条

徴収不能額

等の還付又

は納入義務

の免除

天災等の場合における特別徴収義務者に対する徴収不能額等の還付及

び納入義務の免除を規定するもの。

第11条

特別徴収

義務者の

帳簿記載

等の義務

帳簿の記載義務等を以下のとおり規定するもの。

①帳簿　　　　　　　【記載内容】　宿泊年月日、宿泊料金、宿泊者数、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　課税対象の宿泊者数、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　課税免除の宿泊者数及び宿泊税額

　　　　　　　　　　　 【保存期間】　納入申告書の提出すべき日の翌日から

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　起算して5年を経過する日まで

②売上伝票等　　 【記載内容】　宿泊年月日、宿泊料金、宿泊者数、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宿泊税額

　　　　　　　　　　　 【保存期間】　当該宿泊日の属する月の末日の翌日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　から起算して5年を経過する日まで

概要
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2.宿泊税条例の構成

主な内容

第12条

帳簿等の

電磁的記

録による保

存等

特別徴収義務者は、帳簿や書類を最初から電子計算機（パソコン

等）で作成している場合、一定の条件を満たせば、紙の保存に代えて

電子データ（電磁的記録）での保存が可能とすることを規定するもの。

また、紙で作成した書類も、決められた方法で電子化すれば、電子デー

タ（電磁的記録）に切り替えられる。ただし、保存方法が規則に従って

いない場合は、要件を満たした形で電子データ（電磁的記録）を保存

しなければならない。

第13条

帳簿等の電

子計算機出

力マイクロフィ

ルムによる保

存等

特別徴収義務者は、帳簿や書類を電子計算機（パソコン等）で作成

している場合、電子データをマイクロフィルムに出力して保存することで、

帳簿や書類の保存に代えることができることを規定するもの。

また、すでに電子保存している帳簿や書類も、条件を満たせばマイクロ

フィルム保存に切り替えることが可能である。

第14条

帳簿等の電

磁的記録等

に対する法令

等の規定の

適用

規則に従って保存された電子データ（電磁的記録）や電子計算機

（パソコン等）出力したマイクロフィルムは、紙の帳簿や書類と同じ扱い

を受けることを規定するもの。

概要
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2.宿泊税条例の構成

主な内容

第15条
納税管理

人

特別徴収義務者は、町内に住所、居所、事務所又は事業所を有しな

い場合、納税管理人を定めて承認を受けることを規定するもの。

第16条

間接地方

税及び夜

間執行の

制限を受け

ない地方税

宿泊税は、地方税法施行令第6条の22の4第6号（間接地方税の

範囲）及び第6条の22の9第4号（夜間執行の制限を受けない地方

税）の条例で指定する法定外目的税と規定するもの。

第17条賦課徴収
賦課徴収について、軽井沢町町税条例を準用することを規定するも

の。

第18条
賦課徴収

の特例

県宿泊税の賦課徴収を町が処理することとした場合には、県宿泊税の

賦課徴収と併せて行うことを規定するもの。

第19条
検証、評価

等

町長は、宿泊税をもってその経費の財源とする事業の内容及び目標を

定め公表し、終了後には、当該年度における事業の実施状況等につい

て検証及び評価を行い、その結果を毎年度公表することを規定するも

の。

概要
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2.宿泊税条例の構成

主な内容

第20条
規則への委

任

この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規

則で定めることを規定するもの。※規則の施行は10月頃を予定

第21条

意図的に違反行為（以下のいずれかに該当）をした者は、1年以下の

拘禁刑または50万円以下の罰金に処されることを規定するもの。

①第9条第5項から第7項までの規定に違反したとき

②正当な事由がなく帳簿の未記載、虚偽の記載、隠匿があったとき

③作成すべき書類について、未作成、虚偽の記載、隠匿があったとき、

   または定められた期間保存しなかった場合

また、法人の代表者や代理人、従業員などが、その法人や個人の業務

に関連して上記の違反行為を行った場合は、行為者本人に加えて、そ

の法人または個人にも罰金刑が科されます。

第22条
特別徴収義務者が、正当な理由なく納税管理人の申告をしなかった

場合、10万円以下の過料が科されることを規定するもの。

罰則

概要
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2.宿泊税条例の構成
【地方税法による罰則条項】

懲役・拘禁系 罰金

第21条 不納せん動に関する罪 3年以下 20万円以下

第22条の2 虚偽の更正の請求に関する罪 1年以下 50万円以下

第733条の5 法定外目的税に係る検査拒否等に関する罪 1年以下 50万円以下

第733条の7
法定外目的税の納税管理人に係る虚偽の

申告等に関する罪
なし 30万円以下

第733条の21 法定外目的税の脱税等に関する罪 5年以下 100万円以下

第733条の25 法定外目的税に係る滞納処分に関する罪 3年以下 250万円以下

第733条の26
国税徴収法の例による法定外目的税に係る

滞納処分に関する検査拒否等の罪
1年以下 50万円以下

第733条の26の2
国税徴収法の例による法定外目的税に係る

滞納処分に関する虚偽の陳述の罪
6月以下 50万円以下

第733条の8
法定外目的税の納税管理人に係る不申告に

関する過料
10万円以下（過料）

罰則
内容条項
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2.宿泊税条例の構成

例えば、このようなときに罰則が考えられます

✓「脱税等に関する罪」に該当するおそれがある例

宿泊者から宿泊税の徴収は行ったが、町には意図的に申告及び納入をせず、
許取したとき など

✓「帳簿の記載義務違反等に関する罪」に該当するおそれがある例

宿泊税の納入を逃れるため、実際は多数の宿泊があったが、
帳簿には宿泊がないこととして記載をしたとき など

故
意
に
欺
い
た
と
き
等
に
は

罰
則
に
該
当
す
る
お
そ
れ
が
あ
り
ま
す

このようなときはご相談ください

「忙しくて申告に数人分の記載が漏れてしまった。」などの故意ではない軽微な単純ミス
などについては、まずは、軽井沢町役場税務課にご相談ください。

帳簿の調査を行います

税務課職員（又は町職員及び委託職員等）による調査を毎年行い、
悪質（意図的）な申告を見逃さないようにします。
※提出物等については別途お知らせいたします。
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2.宿泊税条例の構成

主な内容

附則①施行期日
施行期日（課税開始の日）は規則で定める日からとすることを規定す

るもの。

附則②適用区分

施行日以後の宿泊（施行日の前日から施行日にかけて行われる宿泊

を除く）について適用することを規定するもの。
例：令和8年5月31日チェックイン→令和8年6月1日チェックアウト➡非課税

　　　令和8年6月1日チェックイン→令和8年6月2日以降チェックアウト➡課税対象

附則③経過措置

施行日において現に宿泊施設を経営している者については、施行日に

宿泊施設の経営を開始するものとみなして特別徴収義務者としての登

録（を町長に申請しなければならないという）規定を適用することを規

定するもの。

附則④
税率の特

例

施行日から3年間は、宿泊税の税率が特例として以下のように定められ

ることを規定するもの。

①6,000円以上1万円未満：100円

②1万円以上10万円未満：150円

③10万円以上：600円

※7月会議にて、修正案が採択され、骨子（案）にてパブリックコメント

を頂いた金額からは変更となっております。

概要
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2.宿泊税条例の構成

主な内容

附則⑤準備行為
特別徴収義務者の指定や登録等の必要な手続きは公布日（令和7

年7月11日）より可能とすることを規定するもの。

附則

⑥⑦
検討等

この条例の施行から3年後に、社会経済の状況などを踏まえて宿泊税

制度の見直しを検討し、その後も5年ごとに同様の検討を行うことを規定

するもの。

検討の結果、必要があると判断した場合には、5年ごとに適切な措置を

講じることとされています。

（注）3年後　 （令和11年度）　　～　　見直し検討開始

　　　　 5年後　 （令和13年6月）　～　　必要に応じて措置

　　　　 8年後　 （令和16年度）　  ～　　見直し検討開始

　　　　10年後  （令和18年6月）  ～　　必要に応じて措置

概要
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✓課税開始は、令和8年6月1日を予定しています。

✓説明会・意見交換会は、今秋以降も開催し、詳細な手続きをご説明する予定です。

✓特別徴収義務者としての登録、宿泊税の申告納入等の手続きについては、次回以降の説明会にて
詳細をご説明する予定です。

✓広報は、チラシ等の広報物の作成、各種媒体での広報を12月頃から配布予定です。

✓町ホームページ上のチャットボット及びコールセンターは、課税開始時に開設できるよう準備を進めて
おります。

3.今後のスケジュール

名称
　　システム改修に

　　関する説明会（仮）

　　特別徴収に

　　関する説明会（仮）

時期 令和7年9月ごろ 令和8年3月ごろ
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3.今後のスケジュール

※詳細については別途お知らせいたします。

令和8年5月頃の開設を予定

制度周知 周知・広報（旅行者・エージェント・関連団体等）

システム改修申請　／　補助金交付

登録申請書の配布　／　登録証の発送

説明会資料・動画の掲載 課税開始に向けた説明資料・Q＆A掲載 チャットボット機能掲載

令和8年6月1日を予定

システム

改修説明

R8.4 R8.5 R8.6 R8.7 R8.8R7.12 R8.1 R8.2 R8.3

特別徴収義務者登録

説明会

徴収手続き・

申告等

コール

センター

R7.8 R7.9 R7.10 R7.11

課税開始

説明会

意見

交換会

対面

HP

広報

登録・

申告書等

19



今後、皆様からのご意見を伺いながら、疑問や不安が生じにくい説明方法や運用などを検討してまいります。

4.質問に対する町の回答

20

番号 区分 質問 回答

1 制度概要
宿泊税の活用方法の仕方 使途検討委員会（仮称）を設置予定で

す。

2 制度概要

税収見込み額とその運用方法、使用用途

について改めて共有いただきたく存じま

す。

税収見込みにつきましては、今回の調査に

おいてお伺いしたものを積み上げて精査

いたします。皆様のご協力をお願いいた

します。

（使途については1の回答と同じです）

3 制度概要

会員権（会員制ホテル）で所有権を保有

するお客様が利用される際、課税対象に

なるのかどうか？

税抜きの素泊まり料金がお一人6,000円以

上となる場合は課税対象となります。

4 制度概要

ホテル等の施設と一棟貸しタイプの施設

の宿泊税の金額設定はどうなるのか

あくまでも宿泊者1名に対する費用額とな

ります。（資料4ページの⑥をご確認くだ

さい）

5 制度概要
宿泊税に関する概要を知りたい 今回の説明で不足がありましたら、メー

ルにてお問い合わせください。



4.質問に対する町の回答
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番号 区分 質問 回答

6 制度概要

宿泊税の定義について、確認したい。当

社は宿泊料6,000円、夕食5,000円、朝食

1,000円として、徴収しているが、合計額

が宿泊税の対象となるのか、それとも宿

泊料の6,000円だけが宿泊税の対象となる

のでしょうか。

宿泊料の6,000円について対象となりま

す。また、消費税、サービス料等を抜い

た素泊まり料金であることをご確認くだ

さい。

7 制度概要

観光ではなく、学生研修の宿泊も課税対

象になりますか？

学生研修の場合は、学校長等の証明があ

る場合は免除となります（資料7ページ宿

泊条例第3条をご確認ください）。様式に

ついては改めてお知らせいたします。

システム

改修

県からのシステム関連の補助が一部軽井

沢は除外されているが町として別枠での補

助を検討していますか？

システム

改修

システム改修費等の補助について、詳し

く説明して欲しいです

システム

改修

システム補助費について詳しく聞きたい

です

県と同等の補助になるよう検討中です。

要綱が決まり次第、９月頃を目安に説明

会を開催いたしますので、今しばらくお

待ちください。8



4.質問に対する町の回答
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番号 区分 質問 回答

9
システム

改修

事前アンケートでシステム改修費額の質

問があったが、制度の詳細がわからない

段階では答えられない

主な改修は、領収書等に宿泊税を追記い

ただくことが考えられます。

既存システムの仕様にもよりますので、

ベンダー様にお問い合わせください。

10
システム

改修

現在行われているアンケート調査につい

て。料金体系・改修費用については回答

が難儀なため、必須回答から外すように

してください。また町（県）が導入を決め

た宿泊税制ですから、システム改修にか

かる費用を自治体が負担をするのは当然

であります。アンケートの回答の有無に

関わらず、全額の負担を求めます。

料金体系につきましては想定税収を計算す

るため、改修費用については、町の補正

予算算定のために必要な数字となりま

す。

回答は必須でお願いいたします。

予算の範囲内で補助をさせていただきま

すので、ご承知おきください。

11 特別徴収

事務的な手続きについて詳しく教えて頂

けますと幸いです。(支払い方法や提出書

類について)

今後、県の規則が定まり次第、町の規則

を制定いたします。令和８年３月頃に

は、説明会を開催し、詳細をお伝えでき

るよう。準備を進めてまいりますので、

今しばらくお待ちください。



4.質問に対する町の回答
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番号 区分 質問 回答

12 特別徴収
税金の経理処理方法 こちらではお答えすることが難しい内容で

すので、税理士等にご相談ください。

13 特別徴収

お客様に請求する際どのようにすれば良い

か？

宿泊料や消費税などとは別途、”宿泊税”と

して明記したうえで徴収ください。なお、

全町で統一的な趣旨説明ができるよう、

資料等を準備させていただきますので参

考にしていただければ幸いです。

14 特別徴収
県税と徴税の納付先は別になるのか 県税、町税の合算額で町へ納めていただ

きます。

15 特別徴収

宿泊税徴収するのに事前決済（宿泊税

込）で徴収する場合やクレジットカード

で支払う場合に、宿泊税が手数料の対象

となる。その経費が還元されるのが特別

徴収義務者報償金に当たるのか

ご考察のとおりです。ただし、報償金の

詳細は未定ですので、現在は県税と統一

の率でお示ししております。改めて規則制

定後に確定事項をお伝えいたします。



4.質問に対する町の回答
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番号 区分 質問 回答

16 特別徴収

学校行事・合宿での利用の場合には何か

報告義務があるのか。

学校長等の証明がある場合、免除となり

ます。様式などは改めてお示しいたしま

す。課税免除でない（宿泊税を徴収いた

だく）場合は別途報告は不要です。

17 特別徴収

宿泊税の徴収方法と納税方法について

18 特別徴収 事務手数料はいくらなのか

19 特別徴収

予約時に徴収できないOTA（システムが

整っていないOTA）の場合はどう徴収すれ

ばいいのか

宿泊施設にて現地徴収をしていただく必要

があります。お手数をおかけしますがよ

ろしくお願いいたします。

徴収方法は特別徴収、納税方法はeLTAX

（エルタックス）を使用した電子申請又

は納付書による納付の２種類です。eLTAX

をご利用いただくと、５年間は報奨金が

プラス0.5％の上乗せとなります（資料4

ページ⑤をご確認ください）。



4.質問に対する町の回答
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番号 区分 質問 回答

20 事前告知

（1）「OTA事前決済」済みの場合の、

OTAへの事前周知責任を意識しています

か？

OTAにつきましては、県や県内独自課税市

町村とタイミングを合わせて事前周知を

する予定です。総務省の同意を得てから

の周知となることをご理解ください。

21 事前告知

会員制のホテルですが、会員様に告知は

いつからしていいですか

総務省の同意を得てからの告知をお願い

いたします。時期につきましては、確定次

第改めてお伝えさせていただきます。


